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平成１８年７月４日

平成１８年度 第１回

国土技術政策総合研究所
研究評価委員会
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本日の委員会で評価いただきたいこと

国総研における研究活動のマネジメントのあり方

説明内容

Ⅰ．国総研の研究活動の概要

～平成１７年度の活動を中心に～

Ⅱ．研究活動のマネジメントのあり方について
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○研究活動

○研究者の育成

○研究成果の発信

Ⅰ.国総研の研究活動の概要
～平成１７年度の活動を中心に～

○国総研の概要
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住宅・社会資本のエンドユーザーである

国民一人一人の満足度を高めるため、

技術政策の企画立案に役立つ研究を実施する。

国総研の使命（「国総研 研究方針」より）
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国総研の組織

つくば 横須賀

旭 立原

総務部 企画部

環境研究部

下水道研究部

河川研究部

道路研究部

総合技術政策研究センター

高度情報化研究センター

危機管理技術研究センター

建築研究部

住宅研究部

都市研究部

管理調整部

沿岸海洋研究部
港湾研究部

空港研究部

国 総 研
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行政職 １３６名

研究職 ２５１名

指定職 ３名

研究職２５１名
行政職１３６名
３５％

１％
指定職３名

６４％

予算 １８０億円 （平成１７年度）

定員 ３９０名 （平成１７年度）

40億円 138億円

施設費 ２億円

22.2%

0.9%

76.9%

人件費等 研究経費

40億円 138億円

施設費 ２億円

22.2%

0.9%

76.9%

人件費等 研究経費

１７年度予算の内訳

１７年度定員の内訳
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プロジェクト研究

基礎研究

プロジェクト研究８％
（２３課題）

基盤研究６１％
（１８５課題）

基礎研究３２％
（９６課題）

◆研究分類別の課題数と予算

プロジェクト研究１９％
（約１９億円）

基盤研究６０％

（約６２億円）

課題数 予 算

１． 研究活動
（１） 研究の実施

基盤研究

目標達成に必要とされる分野の研究者が集い、より効果的に成果を
得るための戦略を立てて重点的に実施する研究

主として単一の分野でも重要な解決策を成果として期待できる研究

中長期的な必要性が予想される技術・未経験の新分野の研究

課題解決型の研究が大半（課題数で約７０％、予算で約８０％）

基礎研究２１％

（約２２億円）

資料３、参考資料３
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分野別研究費
◆７本の柱別の研究費

平成１５年度と１７年度の比較

１．持続可能な社会を支える美しい国土の形成

２．安全で安心な国土づくり

５．住宅・社会資本整備マネジメント手法の向上

６．高度情報化社会に対応した国土づくり

７．国際社会への対応と貢献

７本の柱

３．生活コストが安く、豊かでゆとりのある暮らしの実現

４．活力・国際競争力のある社会と個性のある地域の創造

柱１ 柱２ 柱３ 柱４ 柱５ 柱６ 柱７

989

274

4,352

1,676

339 149

2,923

287

1,3391,3711,335

293

1,361
1,667

0

1000

2000

3000

4000

5000
H15 H17

［百万円］
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○ 技術政策課題を解決するための成果が順調に得られているか。

○ 行政・社会の最近のニーズ等を踏まえ、今後どの様な研究を
実施すべきか。

技術政策課題に対する研究の実施状況

◆自己点検の例 「（５）災害に対して安全な国土」

研究の進捗は「概ね順調」

技術政策課題の見直し（研究方針）や研究のマネジメントに反映

災害の予測モデル、予測システム、災害時の情報収集・伝達システ
ムの開発等の成果

行政・社会の最近のニーズを踏まえて今後の研究の方向を一部変更

災害の強大化、地域コミュニティの変質や高齢化等を踏まえ早期の
復旧・復興を可能とする方策、自助・公助による防災地域づくり等に
ついて今後研究

自 己 点 検

資料３、別紙２、参考資料４

National Institute for Land and Infrastructure Management 10

１． 研究活動

（２） 施策への反映

他機関が中心 ２件(５％)

他機関と共同 ９件(２４％)

国総研が中心２７件(７１％)

反映先種別の構成 貢献の仕方別の構成

プロジェクト研究 ８件(２１％)

基盤研究２１件(５５％)

その他 ９件(２４％)

施策への反映に結びついた研究分類の構成

◆１７年度の施策への反映事例３８件の特徴

プロジェクト研究（課題数８％、予算１９％）

施策への反映数の２１％を構成

法律 １件(３％)

政令・省令・告示等 ４件(１０％)

ガイドライン・指針・基準等 １７件(４５％)

新規施策 ７件(１８％)

その他 ９件(２４％)

資料３、別紙３
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「公共工事における総合評価方式活用ガイドライン」に反映（H17年9月策定）
～国土交通省の通達を通じて現場で活用～

事例１

施策への反映事例

○「自立循環型住宅への設計ガイドライン」の作成（Ｈ17年6月）
○「住宅に係る省エネルギー基準（国土交通省告示）」に反映（Ｈ18年4月公布）

～民間への講習会を通じて技術普及～

事例２

○「物流総合効率化法（平成１７年７月制定）」における「港湾国際物流拠点
地区」の指定の考え方に反映

○我が国における港湾物流拠点の形成のための支援策に反映

事例３

11
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社会ニーズに迅速に対応した調査事例
ガードレールへの付着金属片対策

国総研
付着原因の追究

・金属片の付着状況分析
・金属片材料分析
・再現実験

全国各地のガードレール
に付着した金属片の発見

国土交通省
調査委員会の設置

国総研
付着原因の結論

・金属片は、接触事故で付いた
自動車の部品

国土交通省今後の対応

情報窓口の設置・周知市民の協力

金属片発見のための工夫道路管理者の対応

道路管理者等に通報付着させた原因者の対応

内 容対 応 項 目

ボルト部

継ぎ目部

端部

12
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○技術研修等への講師派遣 ３１３件

１． 研究活動

（３） 技術支援活動

◆１７年度実績

技術指導（災害調査含む）

508
415460

年度

件
数

（
件

）

委員会への参画

件
数

（
件

）

年度

1261
1049

1348
1067998

○行政運営や事業の執行・管理に必要な技術指導 ５０８件

○災害調査 ６１件

○技術政策に関する検討委員会等の委員会への参画 １，２６１件
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災害発生時の国総研の対応

発災

都道府県

市町村

地方整備局

②派遣要請
①派遣要請

③専門家派遣

本省

国総研

事務所・出張所

■技術支援専門家の派遣

専門家による被災状況調査例

◆台風１４号により大分県、宮崎県、 鹿
児島 県で発生した土砂災害

人的被害が発生した自治体で災害発生時
の警戒避難状況を調査

専門家のアドバイスによる支援例

◆平成17年宮城県沖地震仙台市 内
被災ｽﾎﾟｰﾂ施設

○地震により落下した温水プールの天
井の状況を確認
○事故原因の技術的究明

鰐塚山

④支援の結果を政策の企画
立案に反映
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数次にわたり職員を現地に派遣して調査

○被災メカニズムの解明
○災害実体の把握

メキシコ湾に面する沿岸地域
における橋桁の落下破堤箇所背後の家屋が流出・破壊

○高潮・高潮対策の現状と課題の把握

目 的

海外の災害調査事例
ハリケーン・カトリーナ災害
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共同研究の例

１． 研究活動

（６） 他機関との連携

○共同研究 ２３件

○委託研究 ２６件

「次世代道路サービス提供システムに関する官民共同研究」

○ひとつの車載器で様々なサービスを提供する「次世代道路サービ ス提

供システム」について民間企業２３社と共同研究

○１９年度のサービス開始に向けまとめ

他機関との連携状況

○スマートウェイ推進会議の提言「ITS、セカンドステージへ」

○「スマートウェイ公開実験Demo２００６」も実施

－63－
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１． 研究活動

（８） 国際的活動

第14回アジア地域土木研究所長等会議（H17.10）
テーマ「水害・土砂災害への危機管理及び減災」

外国人研修員の受入れ（175名）

◆主催または共催による国際会議の開催９ 回

◆外国人研修員の受入れ１７５名（５１カ国） ◆ＪＩＣＡ専門家派遣１５名

◆ＩＳＯの国内審議委員会委員等の委嘱 ２３件

◆国総研職員の海外出張 延べ１９７名（３７カ国）

◆２国間協定プロジェクト２９件 ◆多国間技術協力１３件
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２． 研究者の育成

○研究者の育成に関する活動

◆所内研修メニューの充実（研修数：２９件、延べ参加者：４９９人）

◆オン・ザ・ジョブによるトレーニングに加え、バーチャルOJTを活用

○多様な人材の確保と育成

○交流研究員 ４５人

○任期付き研究員 ７人

○新規試験採用 ７人

○行政や事業実施部門との人事交流５４人

◆様々な能力、経験を持つ人材を確保

～オン・ザ・ジョブによるトレーニングの事例～

・年間の実施計画の作成とフォローアップ
・部内ミーティングでの発表
・論文等の執筆・発表

・現場への出張
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◆広報手段別に目的と対象を明確化した平成１７年度広報活動
計画の作成

４． 研究成果の発信

◆一般向け、研究者向け、技術者向けにそれぞれ効果的に情報発信

○学会誌・専門誌等への投稿

0

200

400
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800

H13 H14 H15 H16 H17

130 124 157 167 191

446 494 571 539 522

論
文

数
（
件

）

和文投稿数

年度

計576
計728 計706 計713

計618

英文等投稿数

0

50

100

150

H13 H14 H15 H16 H17

論
文

数
（
件

）

年度

50 51 42 68

計90 計90 計86

計122
計106

55

40 39 44
54 51

学協会等への論文
６３％（４５０件）

技術者向けの技術資料
３２％（２２７件）

一般向けの記事等
５％（３６件）

投稿の内訳

査読なし

査読付

査読なし

査読付
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４． 研究成果の発信

○ホームページ

◆閲覧者の種類に応じて必要な情報にアクセスしやすい環境整備

トップページで閲覧者を分類 一般の方向けのページ

技術者・研究者向け 一般の方向け

技術者・研究者向け
一般の方向け

対象によって目立たせる内容を変更
国総研の紹介、イベント情報、キッズ向け等
研究成果、国土管理データベース等

－65－



National Institute for Land and Infrastructure Management 21

国総研講演会（ 「公共投資を考える視点」等 ６つの演題）
特別講演 茂木健一郎氏 「脳科学の最前線-創造性とコミュニケーション-」

山根 一眞氏 「地球温暖化=大災害時代の仕事」

４． 研究成果の発信

○講演会等

「国土交通省技術研究会」 「愛地球博」 「ちびっこ博士２００５」等

施設の一般公開

0

500

1000

1500

2000

H13 H14 H15 H16 H17

科学技術週間 夏の一般公開

土木の日 秋の一般公開

180人

1931人

1281人

637人

過去最多

施設の一般公開各種イベントへの参加

アニュアルレポート

その他の情報発信

特集１ 今までにない自然災害に立ち向かう
特集２ 公共調達が変わる

関係機関、地方公共団体、大学、図書館、マスコミ等へ配布

・国総研 研究報告 ６件
・国総研 資料 ５９件
・プロジェクト研究報告 ２件

・アニュアルレポート英語版
・NILIM News Letter（年４回）
・国総研ホームページ（英語版）

海外向け国内向け

国総研講演会

土木の日
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Ⅱ．研究活動のマネジメントの

あり方について

１．国総研の特徴

２．研究活動のマネジメントの取り組み

３．「研究方針」の位置づけ及び本年度の改訂

コア 「Ｃheck」大枠
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○国総研は、国土交通省の土木研究所、建築研究所、港湾技術研究所を再編し
て、平成１３年４月に設立された。３分野における研究の技術政策の企画立案に広
く携わっている。

国土交通省 国土交通省
土木研究所

建築研究所

港湾技術研究所

国土技術政策総合研究所

国土交通省が所管する国土技術政策の企画立案と密接に

関係がある総合的な調査、研究開発

独立行政法人
土木研究所

建築研究所

港湾空港技術研究所
公共上の見地から確実に実施されることが必要で、国自

らが実施する必要はないが、民間に委ねた場合に必ずし

も実施されないおそれのある調査、研究、技術開発

１．国土技術政策総合研究所
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①住宅・社会資本整備に関わるほぼ全ての分野を対象としていること

・横断的、統一的な取り組みが可能

・ 獲得した知見を相互に活用して、全体としてパフォーマンスを向上させることが可能

②行政機関としての研究所であること

・変革期にある行政のあり方に対して、今後の方向性を提示することが可能

・ 行政の最前線である整備局との行政改題を介したｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが可能

③局の所掌範囲にとらわれないテーマを対象とすることができること

・個々の行政分野にとらわれずに将来の行政のあり方を模索することが可能

④外部からの突発的、非本質的な圧力が相対的少ないこと

・中長期的な展望に立って計画的に仕事を進めることが可能

・ 経年的に長期に渡ってデータを集めることで、技術のコアになる部分を保持・増進させることが可能

⑤周囲に総合大学を含め他分野の研究機関が存在すること

・他の研究者を活用して大きな仕事をすることが可能

・ 全国的・世界的な研究動向についての情報を評価付きで得ることが可能

国総研の特徴（1/2）：国総研の持つアドバンテージ
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③行政機関としての研究所という性格上、行政部門との間で人事異動が行
われ、「行政中心タイプ」「研究・行政経験タイプ」の職員は短期間で異動する
ことが多い。また、国総研に配属されるⅠ種新規採用職員は少なく、一定の
行政経験を積んだ後に研究活動に従事している。

行政中心タイプ 31%

研究・行政経験タイプ 31%

研究中心タイプ 38%

どちらかといえ

ば研究 19% 

どちらかといえ

ば行政 12% 

◆研究室長のキャリアパス（４２人）
タイプ別の構成割合

行政の現場
研究中心タイプ ：研究の経験がｷｬﾘｱﾊﾟｽの２／３以上

研究・行政経験タイプ：研究と行政の双方を経験

行政中心タイプ ：行政の経験がｷｬﾘｱﾊﾟｽの２／３以上

①行政の一組織ではあるものの、整備局と直接のラインとしてリンクしてお
らず、問題発見と成果の検証に手間・暇がかかる

②外部（国民など）との直接の接触機会が少ないために、行政課題に対す
る意識が低い

６２％

国総研の特徴(2/2)：特 殊 性

National Institute for Land and Infrastructure Management 26

２．研究活動のマネジメントの取り組み

○国総研の特徴を踏まえ、住宅・分野社会資本分
野における唯一の国の研究機関としての使命を
果たすために、以下のような研究活動のマネジメ
ントを行う。

（１）コ ア の 設 定

（２）大 枠 の 設 定

（３）効果把握のための「Check」の重視
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２．（１） コ ア の 設 定

他では成しえない、国の組織力を駆使して

収集される情報に基づく研究課題を、所ある
いは各部署の「コア」として位置付け、研究活
動を継続する。
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各研究部・センターのコア（案）

河川・海岸のマネジメント技術河川研究部

各種自然災害のハザードマップに関する一連のマネジメント危機管理技術研究センター

情報通信に関わる標準のメンテナンス（作成と改訂）高度情報化研究センター

国土運営（マネジメント）の現況をモニターし、将来を展望する中から課題を抽出
して広く知らしめると共に、国としてとるべき具体策を検討し、提供する。

総合技術政策研究センター

①航空ネットワークの動向分析及び空港整備の事業評価
②空港の安全確保と施設のストックマネジメント

空港研究部

①物流政策の企画・立案のための物流予測・政策評価技術のマネジメント
②港湾の施設の技術上の基準のマネジメント

港湾研究部

①沿岸環境保全技術のマネジメント（技術の開発、普及、伝承、調整）
②沿岸防災減災技術のマネジメント（同上）

沿岸海洋研究部

都市計画等の制度・運用に関する技術のマネジメント都市研究部

地域住宅計画等に関する全国レベルの情報収集と分析・情報発信住宅研究部

建築行政における安全性確保のための技術基準体系の維持・向上建築研究部

道路ネットワークの整備及び維持管理のマネジメントに対する技術支援道路研究部

①下水道管路のアセットマネジメント
②下水道施設に関する技術基準のマネジメント

下水道研究部

社会資本に係る環境の保全・再生に関する技術基準等のマネジメント環境研究部

研究のコア部分研究部・センター
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２．（２） 大 枠 の 設 定

○技術政策上の課題を包括的に提示

○優先的に取り組むべき課題の抽出

○政策目標を実現につなげる工程

○行政や他機関との連携

○自ら取り組む研究課題の選定

○コーディネーターとしての役割

「 大 枠 」

大枠の設定事例①：安全・安心分野におけるグランドチャレンジ

大枠の設定事例②：交通安全分野におけるマップ作成の試み
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Grand Challenges for 

Disaster Reduction

災害に対して安全・安心な地域社会の構
築を目指した取り組みの方向性

－ 日本版グランドチャレンジ －

整備局と連携して取り組む行動目標の設定

○安全・安心の要件を地域社会の側からとらえる
○なすべきことを包括的に組み立てる
○関係主体の間で共通認識を醸成しつつ、常に現状を踏まえて

進化し、連携の輪が広がっていくプロセス
○関係者一体となった取り組みの基礎となる共通認識のコア部分

を醸成するため１０のチャレンジを設定

当面、6テーマで始動

これからの防災の視点：総合的なリスクマネジメントに向けて

•「個別管理者対応型」 ⇒ 「関係者一体となった総合的取り組み」
•「緊急対応マニュアル型」 ⇒ 「災害対応能力向上のためのマネジメント」

「持続した防災意識に基く事前警戒型」

【参考資料 ５】

大枠の設定①（安全・安心分野におけるグランドチャレンジ）
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ＰＰ

管理者：○○県
(○○局所管) 整
備年：1998年堤
高 ：TP.3.5m

ＰG

ＧＩＳを活用した一元的な高潮堤防マネジメントシステムの構築

達成すべき状態：ゼロメートル地帯の高潮堤防の状態を防災機関の間で共有できる

電子国土基盤搭載イメージ

（高潮の場合）

「２５，０００分の１」の地図を基
図に作成し、縮小することによ
り、 任意の範囲で情報を把
握できる。

搭載内容：管理者、整備年、
堤高、構造、・・・

堤防評価

赤色： 高潮時破堤の危険性

（強度不足）

黄色： 高潮時越流の可能性

（高さ不足）

青色： 安全

：主要排水機場

：水門

ＰＰ

ＰG

ＰＰ

ＰG

ＰG

○開発内容：堤防危険度評価手法の開発

○地方整備局と連携し高潮堤防の現況調査

○国土地理院と連携し電子国土基盤上にＧＩＳの作成

○河川堤防、海岸堤防（河川局、港湾局）など現況の高潮堤防が、
想定される高潮・津波により破堤の危険性があるか否か、越
流の可能性があるか否か判定する。（イメージ図参照）

グランドチャレンジ （事例１）
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各地域ごとに経済団体等との間で常時情報交換を行う体制の確立

達成すべき状態：企業や産業と国交省との間で事業継続計画（BCP)関連情報が共有されている

グランドチャレンジ （事例２）

検討内容検討内容

BCPの効果等分析BCPの効果等分析

交通ネットワークの信
頼性分析

交通ネットワークの信
頼性分析

社会インフラとBCPとの
関連性分析

社会インフラとBCPとの
関連性分析

情報提供方法の検討情報提供方法の検討

アウトプットアウトプット

　災害時の対応方法

災害に強い道路ネットワークのあり方、
道路ネットワーク計画

災害時の優先的・重点的点検復旧箇
所の明確化

公益企業とのBCP連携

　災害時の対応方法

災害に強い道路ネットワークのあり方、
道路ネットワーク計画

災害時の優先的・重点的点検復旧箇
所の明確化

公益企業とのBCP連携

　経済界に対する情報提供

災害時に生産活動・輸送活動に悪影
響を及ぼした事例

災害時の被災想定と迂回路等の情
報

インフラ信頼性マップ
情報共有プラットホーム

　経済界に対する情報提供

災害時に生産活動・輸送活動に悪影
響を及ぼした事例

災害時の被災想定と迂回路等の情
報

インフラ信頼性マップ
情報共有プラットホーム

効　　果効　　果

　経済界
災害に強い経済基盤の形成

　経済界
災害に強い経済基盤の形成

　国土交通省
経済活動への影響を最小限
に止めるための維持管理・復
旧の考え方の確立

　国土交通省
経済活動への影響を最小限
に止めるための維持管理・復
旧の考え方の確立

　共　通
インフラが災害時に企業・産
業活動を支える意義の明確
化・共有化

　共　通
インフラが災害時に企業・産
業活動を支える意義の明確
化・共有化

検討方法・分担検討方法・分担

経済団体（企業）経済団体（企業）

国総研国総研

本　省本　省

公益企業公益企業
連携

連携支援・協働

連携

指示・報告

地方整備局地方整備局
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１．背 景

・第７次交通安全基本計画（平成１３～１７年度）では、政府目標として交通事故死者数８，４６６人※以下を

掲げていたが、平成１７年の死者数は６，８７１人となり目標を達成 ※交通安全基本法施行後最低であった昭和５４年の死者数

・しかしながら、約１１６万人が交通事故で死傷。これは国民の約１００人に１人が１年間に死傷することに相当

・単位走行台キロあたりの死傷者事故件数で見ても、欧米諸国と比較して、かなり高いレベル

・そこで、第８次交通安全基本計画（平成１８～２２年度）では、目標として、死者数を５，５００人以下※、

死傷者数を１００万人以下と設定 ※平成２４年までに５，０００人（平成１６年１月小泉総理施政方針演説）

・科学的分析に基づく、効果的な交通安全施策・事業の企画立案・実行を支援する研究を実施

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事故に影響する要因
出典：PIARC Road Safety Manual 

死傷事故の集中発生傾向（幹線道路H11-14）
出典：交通事故総合分析センター資料

176件以

上発生

1,175件

発生
死傷事故
発生せず

14.3万km
75.7%

21.3万件
50%

3.3万km
17.7%

1.2万km
6.6％

21.3万件
50%

延長

死傷事
故件数

２．交通事故の特徴

道路環境による要因

は約３割

幹線道路では、延長の７％で
約５０％の事故が発生

大枠の設定②（交通安全分野におけるマップ作成の試み）
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３．事故発生要因と研究機関

人的要因約９割

車両要因約１割

道路環境的要
因約３割

・ヒューマンエラーを起こしやすい状況分析

・人体損傷部位と致死との関連性 など

（財）交通事故総合分析セン
ター

・損害補償支払箇所マップからみた危険箇所

・物損事故からみた事故の特徴

（社）日本損害補償協会

・側面衝突時の乗員保護性能

・自動車運転者の情報処理能力 など

（独）交通安全環境研究所

・シートベルト、ヘルメットの効果把握

・交通安全教育の普及方策 など

科学警察研究所

主に人的要因の観点から研究を行う機関

主に車両要因の観点から研究を行う機関

・ドライブレコーダの活用による安全向上方策 など（社）自動車技術会

・自動車の安全性能向上方策

・前方危険予知システム、危険警告システムの開発

各自動車メーカー

・車両と車両、車両と人の衝突試験による安全性能

・自動車側からみた安全対策 など

（財）日本自動車研究所

主に道路環境要因の観点から研究を行う機関

・冬期視程障害などの交通安全対策施設（独）土木研究所

・交通安全事業の効率化、対策工種ごとの効果把握

・交通安全施設の機能向上

・市民参画型、アドバイザー制度の提案

国土技術政策総合研究所

・学術的な観点からの研究

（大学教員を中心に活動）

（財）国際
交通安全
学会

・シミュレータを活用した実験

・ヒヤリマップの作成手法

・ドライブレコーダの活用方策

・市民参画型合意形成手法

など

大学
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４）アドバイザー制度等による効果的な対策の提案

３）市民参画型の新たな対策の提案・推進

２）対策工種ごとの効果把握、

ＰＤＣＡサイクルの効率化

１）交通安全事業の効率化

４）交通安全の専門家の知見を活用する制度確立

３）ヒヤリハット、ドライブレコーダ等の活用手法

・高齢者事故等増加傾向の事故への対策提案

２）交通安全対策工種ごとの効果分析

・ＰＤＣＡサイクルに対応した交通事故対策評価

マニュアル、交通事故対策事例集の作成

・交通挙動の変化から対策効果を把握する手法

・高齢者対策、生活道路対策の提案

１）優先度明示による対策実施箇所の選定方法の確立

上記のほか、５）交通安全施設の改良、基準策定も実施

５．求められる施策 ６．国総研に求められる研究

事故要因の把握

対策の立案

対策の効果把握（事前・事後）

対策箇所の抽出

対策の実施

PP

DD

CC

AA

４．ＰＤＣＡサイクルの円滑化で求められるもの

１）交通安全事業の効率化（効率的な箇所の選定）

３）市民参画型の新たな対策の提案・推進

４）アドバイザー
制度等による対
策提案

２）対策工種ごとの効果把握

２）ＰＤＣＡサイクルの効率化

○）交通安全施設の設計、機能向上

○）事故データ収集・蓄積方法
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交通安全分野におけるロードマップ

・国内外の交通事故発生状況の分析（継続的に実施） ・幹線道路では７％の区間に事故の５０％が集中
↓

・事故率曲線作成方法 ・事故多発箇所の特性分析 ・適切な対策箇所選定により、事業実施効果として
　約７倍以上が期待

↓
優先度明示による対策実施箇所 対策実施箇所の選定方法の改善 ・交通事故の大幅な削減

の選定方法の確立 ・より一層の予算の効率的な執行

・交通事故対策評価マニュアル作成 ・高齢者が関わる交通事故対策 ・交通事故は道路環境による要因が約３割
・交通事故対策事例集 ↓

・生活道路の交通安全対策 ・対策の効果的な組合せにより、３割以上の発生
あんしん歩行エリア等の改善 　抑止も可能

本省より各道路管理者へ配布 ↓
事例集作成 ・当該箇所ごとに、事故の発生形態に対して最も

・交通事故統合データベースの構築 　効果的な対策を立案可能になる

運用開始 ・ＰＤＣＡサイクルを更に向上させるためには、
対策の実施効果を迅速に把握することが必要

・ヒューマンエラー検知手法（アイカメラ、車両挙動等） ↓

・事故発生メカニズム明確化手法 ・効果を迅速に把握する手法の開発

・道路環境対策効果事前検証手法 ↓
   （ドライビングシミュレータ等） ・追加対策の要否等が迅速に判断可能

・交通挙動を用いた
  対策効果評価手法

対策の効果把握へ活用
ＰＤＣＡサイクルの効率化

・市民参加型交通安全対策・評価システム ・市民参加型の交通安全対策の枠組みが開発
（生活道路における住民参加型の枠組み） ↓
（ヒヤリデータ収集蓄積方法） インターネットを活用して ・国民意識の更なる向上

全国へ普及展開 ・より透明性の高い施策の展開が可能
・ドライブレコーダによるヒヤリハットデータ収集
（自動車技術会が実施）

事故抑制効果を検証し、助成制度の検討

・アドバイザー会議の活用方策 ・有識者の知見・知識の活用方策の確立
↓

・難解な箇所でも事故削減の取り組みが可能に
マニュアルを作成し全国へ展開 ・個別箇所での実施効果の更なる向上

・金属片が付着しにくい防護柵の構造検討 ・社会情勢等に応じた基準の改定
・道路照明の性能規定化の検討 ↓

・施設の安全性等の向上、コスト削減が期待
基準改定 ・新しい技術の導入が期待

・領域俯瞰調査により新たな課題の発掘

諸外国の道路監査制度 高齢者事故の特徴 海外の交通事故による損失額単位

　　の提案・推進

　　効果的な対策の提案

　　基準策定

次期社会資本整備
重点計画

（Ｈ２０～Ｈ２４）

２）対策工種ごとの効果把握

３）市民参画型の新たな対策

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 成果の反映Ｈ２０年度以降

１）交通安全事業の効率化

Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

６）領域俯瞰調査

　

４）アドバイザー制度等による

５）交通安全施設の改良、
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２．（３）効果把握のための「Check」の重視

DoDo

CheckCheckActionAction

PlanPlan

研究課題の設定

研究計画

成果の活用計画

研究の実施

成果の発信

現状観察・診断

施策効果の把握・検証

研究評価（内部・外部）

研究活動の変更・改
良のための場づくり、
行動

国のビジョン・政策社会環境 中長期研究計画 国内外の研究動向 現場 ・・・
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研究活動のマネジメントにおける「Check」

それぞれの研究活動が

①「コア」、「大枠」を十分に意識したものとなっているか

②プロセスを重視し、PDCAサイクルが的確に機能しているかどうか

の状況を常に把握していることが重要と認識

そのためのツールとして、下記の項目の計測を今後検討（例示）

①関連 ・「コア」、「大枠」に関する研究者の意識

・「コア」、「大枠」に関連した研究のウェイト

②関連 ・それぞれの研究活動におけるPDCAサイクル、特に「Check」

の設定の有無

・顧客（整備局、地方公共団体、各種団体等）とのコミュニ

ケーションの構築度
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交通安全分野のマネジメントサイクルにおける「Check」

事故要因の把握

対策の立案

対策の効果把握

②事故対策検討・評価手法（個別）

③事故データ収集・蓄積方法

①事故対策実施の枠組み

市民参加型交通安全対策・評価システム（H17～19）
・生活道路における事故・ヒヤリデータ収集蓄積方法

交通事故統合データベース（過年度）
・幹線系道路における事故データ収集蓄積方法

事故対策データベース（H17）
・事故対策検討・評価に関するデータ蓄積方法

ドライブレコーダーによるヒヤリハットデータ収集
（自動車技術会が実施・委員として情報収集等実施）

交通事故対策評価マニュアル（H16）
・幹線系道路における事故対策実施の枠組み

ヒューマンエラー（H17～19）

国総研で実施の研究

委託研究または
他機関で実施の研究

交通事故対策事例集（H16～）
・事故パターンの事例
・事故パターンに応じた対策事例

都
道
府
県
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議

報告/助言

報告/助言

多く発生している一部の事故形態を対象に事故発生メカニズム
と対策案を提示（H17～19）

対策箇所（事故危険
箇所）の抽出

基準類（防護柵、照明等）

道路環境対策効果事前検証手法
（ドライビングシミュレータ等・H18）

市民参加型交通安全対策・評価システム（H17～19）
・生活道路における事故対策実施の枠組み（住民参加など）

事故危険箇所抽出方法（H14）/事故率曲線作成方法（H16）

対策の実施

PP

DD
CC

追
加
対
策
が
必
要
な
場
合

AA
ヒューマンエラー検知手法（アイカメラ、車両挙動等・H17）
ヒューマンエラー・事故発生メカニズム明確化手法
（バリエーションツリー等・H17）

交通挙動を用いた対策効果評価手法（H18～19）
・事故件数を使用せず交通挙動で評価する手法（迅速な対策効果評価を目的）

事故対策実施の枠組み

ＩＴＳを活用した交通安全対策

専
門
家
等
と
の
協
働

・ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
活
用
方
策
（Ｈ
18
）
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アセス技術手法制定（P)アセス技術手法制定（P)

アセス実施（D)アセス実施（D)

意見交換評価（C)意見交換評価（C)

改正（A)改正（A)

構成メンバー：本省、各地整、高速道路会社、国総研、
独法土研等

年3回程度開催

アセス技術手法改正

道路環境分野のマネジメントサイクルにおける「Check」

H15 工事騒音改正
H16 走行騒音改正
H18 技術手法全面改正

国総研等研究実施 （騒音他16分野）
研究事例
要望：排水性舗装等の騒音低減効果の予測

手法について
↓

学会と協働して研究を実施
↓

成果：排水性舗装等の騒音低減効果の予測が
可能となった。

内容：道路環境影響評価に関する現場担当者の意見交換
アセスの実施事例の概要紹介
国総研・土研における研究の提案・報告
各地整からのアセス技術手法の改正要望

全国道路環境担当者連絡調整会議
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３． 「研究方針」の位置づけ

～ 基本的な考え ～

研究活動のマネジメントを行う中で不断の検討

を加え、より進化させたものへと更新していくもの
とする

今年度の主な改訂点（予定）‥‥‥【資料 ４】

○マネジメントに関する記述を追加

○「政策支援」を重視する旨記述の修正

○技術政策課題を国土交通省の施策の枠組みに整合
させて記述
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安全・安心な社会の実現

（１）自然災害に対して安全・安心な国土及び地域社会の構築

（２）安全・安心に暮らせる日常の実現

誰もが生き生きと暮らせる社会の実現

（３）住環境・都市環境の改善と都市構造の再構築

（４）ユニバーサル社会の創造

国際競争力を支える活力ある社会の実現

（５）人・物のモビリティの向上

（６）住宅・社会資本ストックの有効活用

環境と調和した社会の実現

（７）地球環境への負荷の軽減

（８）美しく良好な環境の保全と創造

国づくりを支える総合的な手法の確立

（ ９）総合的な国土マネジメント手法

（１０）政策及び事業評価の高度化

（１１）技術基準の高度化

（１２）公共調達制度の適正化

（１３）情報技術の活用

研究ニーズの変化を受けた研究課題の改編

２．安全で安心な国づくり

（５）災害に対して安全な国土

（６）安心して暮らせる生活環境

３．生活コストが安く、豊かでゆとりのある暮らしの実現

（７）快適で潤いのある生活環境の形成

（８）住民参加型の地域マネジメント

（９）生活コストの安い暮らし

（１０）豊かでゆとりのある住宅等の市場基盤整備

４．活力・国際競争力のある社会と個性のある地域の創造

（１１）人の交流の円滑化と物流の効率化

（１２）都市・地域の活力の再生

１．持続可能な社会を支える美しい国土の形成

（１）国土形成史等を踏まえた今後の国土マネジメント

（２）地球環境への負荷の軽減

（３）住宅・社会資本のストックマネジメント

（４）美しく良好な環境の保全と創造

５．住宅・社会資本整備マネジメント手法の向上

（１３）技術基準・契約方式等の高度化

（１４）政策及び事業評価手法の高度化

６．高度情報化社会に対応した国土づくり

（１５）安全・安心で活力ある社会の構築のためのITの活用

７．国際社会への対応と貢献

（１６）国際貢献の推進

（１７）国際基準への戦略的対応
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